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利 用 上 の 注 意 

１ 市町村民経済計算は、県民経済計算による県の計数を、経済センサスによる従業者 
数や工業統計調査による付加価値額等の各種統計指標で分割して推計しています。 

県民経済計算は、国民経済計算体系（2008SNA：System of National Accounts 
2008）に基づいて内閣府経済社会総合研究所が作成した「県民経済計算標準方式 
（2015年（平成27年）基準版）」及び「県民経済計算推計方法ガイドライン（2015
年（平成27年）基準版）」に準拠して推計しています。 

２ 推計対象期間は、平成23年度（2011年度）から令和２年度（2020年度）です。 
県民経済計算及び市町村民経済計算は、推計精度向上のための推計方法の変更や、 
新たに入手した基礎資料に基づき、平成23年度まで遡って推計値を算出していますの
で、過去の公表値とは異なる場合があります。このため、平成23年度から令和元年度
の計数を利用する際は、最新版である本資料の数値を利用してください。 

なお、過去に公表した平成22年度以前の計数は、令和２年度市町村民経済計算と 
異なる推計基準で推計しているため、本資料の計数とは接続しませんので、御注意く 
ださい。 

３ 掲載している数値は、特に注釈のない限り名目値です。実質値については、資料 
の制約などにより推計が困難なため、推計していません。 

４ 統計表中の数値は、単位未満を四捨五入して表示しているため、総数と内訳の合計
等が一致しない場合があります。 

５ 統計表中の記号は次のとおりです。 
「 − 」‥‥‥皆無または定義上該当数値がない場合 
「0」、「 0.0 」‥‥‥表章単位未満の場合 

６ 統計表の増加率は次式により算出しています。 
 (Ｘ １ −Ｘ ０ )／(Ｘ ０ の 絶対値)×100 [Ｘ 1：当期(年度)の計数、Ｘ ０ ：前期(年度)の計数] 

これにより、マイナスからプラスに転じた場合及びマイナス幅が縮小した場合の増
加率の符号は、プラスで表示されます。 
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令和２年度 県民経済計算の概況 
 

１ 概  況 
 

(１) 日本経済の概況 

令和２年度の日本経済は、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、急激か 

つ大幅に悪化した。政府は令和２年４月に緊急事態宣言を発出、外出自粛等に 

より多くの産業で経済活動が制限された。その後、感染状況が一時落ち着いた 

ことや、大規模な財政出動が実施されたこともあり、持ち直しがみられたが、 

再び感染者が急増した年末以降は、経済活動が再び抑制され、厳しい状況が続 

いた。 

このような状況のもと、令和２年度の経済成⾧率（国内総生産の対前年度増 

加率）は、名目では3.5％減（令和元年度0.0％増）と8年ぶりのマイナス成⾧ 

に転じた。また、実質では4.1％減（同0.8％減）と2年連続のマイナス成⾧と 

なり、リーマンショック時を超える落ち込みとなった。また、一人当たり国民 

所得（企業の利潤なども含んだ国民経済全体の水準を示す指標）は、297.5万 

円で6.4％減（同0.1％減）となり、2年連続の減少となった。 

 

(２) 山形県経済の概況 

令和２年度の本県経済は、新型コロナウイルス感染症の発生及び感染拡大防 

止のため、幅広い産業が打撃を受けた。特に、対面型サービスを中心に個人消 

費が大きく減少し、非製造業は業績が悪化した。 

このような状況のもと、令和２年度の経済成⾧率（県内総生産の対前年度増 

加率）は、名目では0.9％減(令和元年度0.0％減）、実質では1.3％減（同0.1％ 

増）となり、名目、実質ともに２年ぶりのマイナス成⾧となった。また、一人 

当たり県民所得（企業の利潤なども含んだ県民経済全体の水準を表す指標）に 

ついても、284.3 万円で3.0％減（同1.4％増）となり、２年ぶりの減少となっ 

た。 
 

  （※）出典：「県民経済計算」（山形県みらい企画創造部） 



表１ 　　総　括　表
平成30年度 令和元年度 令和2年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

2018 2019 2020 2018 2019 2020

名目 43,246 43,251 42,842 -1.0 0.0 -0.9
実質 43,171 43,213 42,655 -0.8 0.1 -1.3

31,557 31,657 30,363 -1.2 0.3 -4.1
千円 2,890 2,932 2,843 -0.3 1.4 -3.0

名目 556.6 556.8 537.6 0.2 0.0 -3.5
実質 554.5 550.1 527.4 0.2 -0.8 -4.1

403.1 402.0 375.4 0.6 -0.3 -6.6
千円 3,181 3,177 2,975 0.8 -0.1 -6.4

注： １）　本表の数値は統計表の数値を基に算出しているため、表中から算出される増加率等と異なる場合がある。

２）　国の計数は、「2021年度（令和3年度）国民経済計算年報推計」から記載。

注： １）国の計数は「2021年度（令和3年度）国民経済計算年次推計」より記載。
２）実質経済成長率は連鎖方式（基準年＝前年、参照年=平成27年）により算出したデフレーターによる推計。

対前年度増加率（％）

国

県内総生産

実数

国内総生産

国民所得
一人当たり国民所得

山
形
県

兆円

３）「一人当たり県民（国民）所得」は、企業の利潤なども含んだ県民（国民）経済全体の水準を表す指標であり、個人の給与や実収入など
　　との比較はできない。また、「県民所得」と「国民所得」の概念の違いにより、双方の比較には適さないことに注意を要する。

億円
県民所得
一人当たり県民所得

※　山形県みらい企画創造部統計企画課　「県民経済計算　令和２年度」10，11ページより抜粋

図１　 　経　済　成　長　の　推　移

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

県名目経済成長率 0.5 3.8 -0.5 3.3 2.7 5.3 -1.0 0.0 -0.9

国名目経済成長率 -0.1 2.7 2.1 3.3 0.8 2.0 0.2 0.0 -3.5
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

県実質経済成長率 1.0 4.0 -1.7 1.7 2.2 5.3 -0.8 0.1 -1.3

国実質経済成長率 0.6 2.7 -0.4 1.7 0.8 1.8 0.2 -0.8 -4.1
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２　 市　内　総　生　産

第１表　　年次別市内総生産

30年度 令和元年度 ２年度 令和元年度 ２年度 令和元年度 ２年度

　1　農林水産業 5,060 5,186 4,793 2.5 -7.6 10.4 9.4

　　①　農業 4,976 5,107 4,721 2.6 -7.6 10.2 9.3

　　②　林業 81 77 70 -4.9 -9.0 0.2 0.1

　　③　水産業 3 3 2 -14.0 -20.9 0.0 0.0

　2　鉱業 15 15 15 -0.3 -0.1 0.0 0.0

　3　製造業 11,402 9,882 12,019 -13.3 21.6 19.7 23.6

　4　電気・ガス・水道・廃棄物処理業 1,346 1,337 1,378 -0.6 3.0 2.7 2.7

　5　建設業 4,689 3,443 3,507 -26.6 1.9 6.9 6.9

　6　卸売・小売業 5,697 5,655 5,166 -0.7 -8.6 11.3 10.1

　7　運輸・郵便業 1,361 1,464 1,193 7.5 -18.5 2.9 2.3

　8　宿泊・飲食サービス業 1,469 1,347 758 -8.3 -43.7 2.7 1.5

　9　情報通信業 826 782 831 -5.4 6.3 1.6 1.6

　10　金融・保険業 587 586 561 -0.1 -4.2 1.2 1.1

　11　不動産業 6,066 5,760 5,657 -5.0 -1.8 11.5 11.1

　12　専門・科学技術業・業務支援サービス業 1,249 1,254 1,313 0.4 4.7 2.5 2.6

　13　公務 5,126 4,752 5,522 -7.3 16.2 9.5 10.8

　14　教育 2,339 2,191 1,871 -6.3 -14.6 4.4 3.7

　15　保健衛生・社会事業 4,048 4,108 4,242 1.5 3.3 8.2 8.3

　16　その他サービス 2,165 2,172 2,067 0.3 -4.8 4.3 4.1

17　小計 53,446 49,935 50,893 -6.6 1.9 99.8 99.8

18　輸入品に課される税・関税 945 870 905 -7.9 4.0 1.7 1.8

19　(控除)総資本形成に係る消費税 709 754 784 6.3 4.1 1.5 1.5

20　市町村内総生産 53,682 50,052 51,013 -6.8 1.9 100.0 100.0

 第一次産業 5,060 5,186 4,793 2.5 -7.6 10.4 9.4

 第二次産業 16,106 13,340 15,541 -17.2 16.5 26.7 30.5

 第三次産業 32,280 31,409 30,559 -2.7 -2.7 62.8 59.9

　令和２年度の市内総生産は、510億13百万円で前年度比1.9％増となった。（県前年度比0.9％減）

　経済活動別にみると、第一次産業は47億93百万円で前年度比7.6％減となった。（県前年度比5.0％減）

　第二次産業は、155億41百万円で前年度比16.5％増となった。 （県前年度比3.0％増）

　第三次産業は、305億59百万円で、前年度比2.7％減となった。（県前年度比2.7％減）

（単位:百万円，％）

経済活動別
実数 増加率 構成比
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図１　年次別市内総生産の推移

28年度 29年度 30年度

第一次産業 6,180 6,486 6,289

第二次産業 13,616 15,220 16,334

第三次産業 31,525 31,670 31,187

図２　年次別市内総生産構成比

28年度 29年度 30年度

第一次産業 12.0 12.1 11.6

第二次産業 26.4 28.4 30.2

第三次産業 61.2 59.0 57.6

図１　年次別市内総生産比の推移
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第２表　　年次別市民所得

(単位：百万円，％）

項目

30年度 令和元年度 ２年度 令和元年度 ２年度 令和元年度 ２年度

１雇用者報酬 25,178 24,327 23,525 -3.4 -3.3 65.3 66.7

 (1)賃金･俸給 21,523 20,688 20,026 -3.9 -3.2 55.5 56.8

 (2)雇主の社会負担 3,656 3,639 3,499 -0.5 -3.9 9.8 9.9

   a雇主の現実社会負担 3,321 3,352 3,203 0.9 -4.4 9.0 9.1

   b雇主の帰属社会負担 335 288 296 -14.1 2.9 0.8 0.8

２財産所得(非企業部門) 2,682 2,604 2,551 -2.9 -2.0 7.0 7.2

   a受取 2,835 2,744 2,682 -3.2 -2.3 7.4 7.6

   b支払 152 140 131 -8.0 -6.9 0.4 0.4

 (1)一般政府 -50 -43 -48 12.9 -10.3 -0.1 -0.1

 (2)家計 2,700 2,618 2,570 -3.0 -1.9 7.0 7.3

 (3)対家計民間非営利団体 32 29 29 -9.4 -0.3 0.1 0.1

３企業所得 10,258 10,319 9,207 0.6 -10.8 27.7 26.1

 (1)民間企業 10,344 10,446 9,215 1.0 -11.8 28.0 26.1

   a民間企業(持ち家を除く） 7,700 7,982 6,818 3.7 -14.6 21.4 19.3

   b持ち家 2,643 2,464 2,398 -6.8 -2.7 6.6 6.8

 (2)公的企業 -86 -127 -8 -47.8 93.8 -0.3 0.0

４市町村民所得 38,118 37,249 35,283 -2.3 -5.3 100.0 100.0

※企業所得とは、営業余剰・混合所得に財産所得の受払いを加味したもの

※民間企業＝民間法人企業＋個人企業

構成比

　令和2年度の市民所得は、352億83百万円で、前年度比5.3％減（県前年度比4.1％減）となった。

３　 市　民　所　得

実数 増加率
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　平成29年度の市民所得は、367億84百万円で、前年度比0.3％増（県前年度比2.3％増）となった。

30年度令和元年度 ２年度

雇用者報酬 25,178 24,327 23,525

財産所得 2,682 2,604 2,551

企業所得 10,258 10,319 9,207

市民所得 23,529 24,189 35,283

30年度 令和元年度 ２年度

雇用者報酬 64.5 65.0 62.6

財産所得 5.0 4.8 5.2

企業所得 30.5 30.2 32.1

実数

図３　年次別総所得の推移

図４　年次別市民所得構成比
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４　一人当たり市民所得

図5　年次別一人当たり所得

第3表　一人当たり所得

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度

市 民 所 得 2,417 2,429 2,357 0.5 -3.0

県 民 所 得 2,901 2,944 2,847 1.5 -3.3

国 民 所 得 3,181 3,177 2,975 -0.1 -6.4

対県比（県＝100） 83.3% 82.5% 82.8%

対国比（国＝100） 76.0% 76.5% 79.2%

※　国民所得は「県民経済計算　令和２年度」より抜粋
※　市民所得、県民所得は「市町村民経済計算　令和２年度」より作成

令和2年度の一人当たり市民所得は、235万7千円で前年比3.0％の減となり、一人当たり県

民所得に対する比率は82.8％となった。

実　　　　　数　（千円） 増　加　率（％）　
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関　係　指　標

　所　得　総　額

項　　　　　目

市 内 総 生 産 53,682 50,052 51,013

市 民 所 得 38,118 37,249 35,283

県 内 総 生 産 4,324,602 4,325,057 4,284,158

県 民 所 得 3,161,134 3,170,340 3,040,173

　一人当たり所得額

項　　　　　目 平成　30　年　度

市 民 所 得 2,417 2,429 2,357

県 内 総 生 産 3,968 4,016 4,011

県 民 所 得 2,901 2,944 2,847

　人　口・面　積

項　　　　　目 平成　30　年　度

市　　人　　口 15,771 15,332 14,971

市　　面　　積 372.53 372.53 372.53

県　　人　　口 1,089,805 1,077,057 1,068,027

※　面積は、各年10月1日時点（国土交通省国土地理院　面積調より）

（単位：百万円）

令和　元　年　度

（単位：千円）

※　人口は、各年10月1日現在推計人口（山形県の人口と世帯数より）

令和　元　年　度 令 和 　2　 年 度

（単位：人，㎢）

令和　元　年　度

平成　30　年　度

令 和 　2　 年 度

令 和　 2　 年 　度
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5　　令和３年度の主要年表　　(2021.4.1～2022.3.31)
年 月 事　　項

令和3年 4月 ･尾花沢市小中学校のあり方に関する基本方針（案）が決定。

・新型コロナウイルスの影響により、『全国花笠マラソン大会』の中止が決定。

・28日より、新型コロナウイルス集団予防接種が始まる。

・玉野地区公民館が旧玉野中学校に移設。

5月 ・100年の歴史のある徳良湖で、ヨット、カヌー体験会を開催。

・『尾花沢市重要事業要望活動』を実施。

6月
・7日東京2020オリンピック聖火リレーが尾花沢市内を通過し、尾花沢市役所前では、聖火リレーミニセレ
ブレーション(オープニング)がおこなわれ、2人のランナーとサポートランナー等が市内を駆け抜けた。

7月 ・徳良湖に新施設『パンプトラック』が開設。

・『県知事と若者の地域創生ミーティング㏌尾花沢市』が開催され参加者が吉村知事と、意見交換を行っ
た。

8月 ・新型コロナウイルスの影響により、『おばなざわ花笠まつり』の中止が決定。

・新型コロナウイルス感染拡大により、延期となっていた令和2年度の成人式が、14日にオンラインで行わ
れ、式の様子を動画撮影し、対象者152人に向け配信し中学校時代の写真や恩師からのメッセージなど
全国各地の、対象者たちと懐かしさを共有した。

・県の新型コロナ第35回本部員会議が開催。県境をまたぐ不要不急の移動の自粛を求め、県と市町村の
共同メッセージの発出や、お盆期間における駅・空港での啓発活動の実施などが決定された。

9月 ・『鈴木清風　没後300年』芭蕉　清風歴史資料館特別展が開催。

・25日～高校生と企業をつなぐ～徳良湖『代根祭』が行われた。

・第51回徳良湖祭りが、規模を縮小し25・26の2日間で開催された。

10月 ・17日尾花沢市ブックスタート事業10周年記念講演会が行われた。

・14日北村山高校3年生を対象に『選挙啓発出前講座』が開催された。

・16日『徳良湖築堤100周年』　　徳良湖周辺で、徳良湖感謝祭が開催され、神事と源流花笠踊り保存会
による花笠踊りが奉納された。

11月 ・5日～7日の3日間、サルナートをメイン会場に第58回市民文化祭が開催された。

・上の畑焼復興40年　県の芸術分野で、最高賞を受賞、伊藤瓢堂氏が、第67回齋藤茂吉文化賞を受賞。

・22日太田渉子選手を迎え、東京2020パラリンピック報告会が行われた。

12月 ・市内小中学校の給食で、防災意識を高めるため、救急カレーが提供された。

・新たな特産品が登場！『尾花沢すいかタレ・ドレ』尾花沢すいかを使用した焼肉のタレとドレッシングが
誕生。

令和4年 1月 ・令和4年市民新春祝賀会・令和3年度市民賞授賞式が開催された。尾花沢市民賞には、市民功労賞とし
て奥田文雄氏、髙宮徹哉氏、教育振興賞として五十嵐仲一氏が受賞された。

・12月18日から降り始めた雪は、年末年始の大雪で、一気に積もり、※5地区平均積雪が1月18日に、154
㎝に達したため、豪雪対策本部が設置された。

2月 ・7日にはシーズン最高記録の、237㎝の積雪を記録した。※5地区平均

・本市の特産品を味わってもらおうと、市内保育園・幼稚園の給食に雪きらりと雪降り和牛が提供された。

・2022北京冬季オリンピックの、バイアスロン競技の出場が決まった、尾﨑光輔選手の激励会が、市役所
で行われた。

3月 ・11日交通安全母の会より、市内小学校新１年生全員へランドセルカバーと鉛筆が送られた。

※「2021やまがた県政の動き」（県秘書広報課）などから作成

※尾花沢市の出来事については市報（2021.5.15号～2022.4.15号）より抜粋

※5地区平均積雪とは、消防置観測地点・福原・宮沢・玉野・常盤の平均
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6　　令和4年度の主要年表　　(2022.4.1～2023.3.31)
年 月 事　　項

令和4年 4月

5月 ・3日から5日にかけておばなざわ徳良湖まつりが開催され、令和3年で築堤100周年を迎えたことを記念し
て、初日に花笠踊りとコンサートが行われた。約300人が湖畔の遊歩道に整列して花笠踊りを踊り、100周
年をお祝いし、コンサートでは天童市出身のシンガーソングライター山口岩男さんにより現代風にアレンジ
された「徳良湖どんづぎ恋の唄」が披露された。

6月 ・28日、新規学卒地元就職者激励会・永年勤続優良従業者表彰式が市役所にて行われた。市内15の事
業所に就職された新規学卒者28名を激励し、5年以上勤務、特に優秀と認められた11事業所の50名へ表
彰状が贈呈された。

7月 ・尾花沢市長選挙が17日に告示され、24日サルナートで即日開票の結果、結城裕氏が当選した。

8月 ・12日、結城裕市長が初登庁。

・14日、新型コロナウイルスの影響により延期された令和3年度成人式の対象者の参加を得て「はたちを
祝う会」が開催された。続く15日には令和４年度の「はたちを祝う会」が実施され、両日とも会に参加した
本市出身の若者たちが大人としての決意を新たにした。どちらの会も、4月から成人年齢が満18歳に引き
下げられたことから、これまでの「成人式」を「はたちを祝う会」に名称変更し実施された。

・「おばなざわ花笠まつり」が新型コロナウイルス感染拡大により中止となり、諏訪神社の例祭の神事のみ
が行われた。

9月 ・1日、県は新型コロナウイルス陽性判定について、発熱外来を受診せずにオンラインで自己登録する「陽
性者登録センター」の運用を開始。

・平成25年に明徳小学校と高橋小学校が統合して宮沢小学校となってから10周年を迎えたことを記念し、
10日に記念イベントが開催された。

10月 ・1日、横沢康子副市長が就任。

・1日、16日の2日間、市役所西側駐車場を会場に、そばまつりが開催された。参加者を県内、宮城県在住
の方に限るなど、新型コロナ対策を講じての開催となったが、両日とも大勢のそば好きで賑わった。

・23日に市役所と芦沢地区を会場に「第18回尾花沢市総合防災訓練」が開催された。

11月 ・3日から6日までの4日間、サルナートで第59回尾花沢市民文化祭が開催された。開幕講演の「伝え残
す」つどいでは、市指定無形文化財である「尾花沢雅楽」と「尾花沢まつりばやし」が披露された。
・県は22日、県内における新型コロナウイルス感染症の確認事例について、新たに2,207人が感染したこ
とを公表し、これは1日当たりの数として最多を記録した。

12月 ・23日、県は山形大学と「カーボンニュートラル実現に向けた取組みに関する連携協定」を締結し、県庁で
締結式を行った。外部との脱炭素化推進に向けた協定の締結は初。

令和5年 1月 ・年末年始は豪雪になり、3日に市内※5地区平均積雪量が172 cmに達し、豪雪対策本部が設置された。
29日には、今季最大積雪深となる202 cm（5地区平均）を記録した。
・5日、サルナートで「令和5年市民新春祝賀会」・「令和4年度市民賞授賞式」が開催された。尾花沢市民
賞には、産業文化賞として竹中清氏、市民善行賞として、二藤部洋氏が受賞された。また、宮沢小学校
5、6年生の児童による、幻の米「さわのはな」について学んだ成果の発表などが行われた。

2月 ・26日、2年ぶりに花笠ラングウルフ大会が開催された。県内外から約100人が参加し、徳良湖の花笠グラ
ウンドから髙宮農場方面まで行って帰ってくる1周3 kmのコースを、それぞれのペースで楽しんだ。

・25日、26日の2日間、徳良湖畔で雪まつりが開催された。昨年まで新型コロナの影響で規模を縮小して
いたが、4年ぶりの本格的な開催に、子ども大人も笑顔で楽しんだ。

3月 ・10日、福原小学校4年生18名が、荻袋さけふ化場付近の水路から鮭の稚魚放流を行った。

・山形化成（株）より市に対して教育振興基金30万円が寄贈された。

※「2022やまがた県政の動き」（県秘書広報課）などから作成

※尾花沢市の出来事については市報（2022.5.15号～2023.5.15号）より抜粋

※5地区平均積雪量とは、消防署観測地点・福原・宮沢・玉野・常盤の平均積雪量

・北京2022冬季オリンピック、パイアスロン競技に出場した尾崎光輔選手が20日に帰郷し、市役所で報告
会が開催された。

・24日に、新型コロナウイルスの影響により3年ぶりの「春季消防大演習」が開催された。消防団員や女性
防火協力隊など537人が参加し、消防署での観閲式の後、中町・上町商店街での一斉放水、分列行列な
どが行われた。

- 76 -





統 計 表



1　 市　内　総　生　産

30年度 令和元年度 2年度 令和元年度 2年度 令和元年度 2年度

　1　農林水産業 5,060 5,186 4,793 2.5 -7.6 10.4 9.4

　　①　農業 4,976 5,107 4,721 2.6 -7.6 10.2 9.3

　　②　林業 81 77 70 -4.9 -9.0 0.2 0.1

　　③　水産業 3 3 2 -14.0 -20.9 0.0 0.0

　2　鉱業 15 15 15 -0.3 -0.1 0.0 0.0

　3　製造業 11,402 9,882 12,019 -13.3 21.6 19.7 23.6

　4　電気・ガス・水道・廃棄物処理業 1,346 1,337 1,378 -0.6 3.0 2.7 2.7

　5　建設業 4,689 3,443 3,507 -26.6 1.9 6.9 6.9

　6　卸売・小売業 5,697 5,655 5,166 -0.7 -8.6 11.3 10.1

　7　運輸・郵便業 1,361 1,464 1,193 7.5 -18.5 2.9 2.3

　8　宿泊・飲食サービス業 1,469 1,347 758 -8.3 -43.7 2.7 1.5

　9　情報通信業 826 782 831 -5.4 6.3 1.6 1.6

　10　金融・保険業 587 586 561 -0.1 -4.2 1.2 1.1

　11　不動産業 6,066 5,760 5,657 -5.0 -1.8 11.5 11.1

　12　専門・科学技術業・業務支援サービス業 1,249 1,254 1,313 0.4 4.7 2.5 2.6

　13　公務 5,126 4,752 5,522 -7.3 16.2 9.5 10.8

　14　教育 2,339 2,191 1,871 -6.3 -14.6 4.4 3.7

　15　保健衛生・社会事業 4,048 4,108 4,242 1.5 3.3 8.2 8.3

　16　その他サービス 2,165 2,172 2,067 0.3 -4.8 4.3 4.1

17　小計 53,446 49,935 50,893 -6.6 1.9 99.8 99.8

18　輸入品に課される税・関税 945 870 905 -7.9 4.0 1.7 1.8

19　(控除)総資本形成に係る消費税 709 754 784 6.3 4.1 1.5 1.5

20　市町村内総生産 53,682 50,052 51,013 -6.8 1.9 100.0 100.0

 第一次産業 5,060 5,186 4,793 2.5 -7.6 10.4 9.4

 第二次産業 16,106 13,340 15,541 -17.2 16.5 26.7 30.5

 第三次産業 32,280 31,409 30,559 -2.7 -2.7 62.8 59.9

（単位:百万円、％）

経済活動別
実数 増加率 構成比
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30年度 令和元年度 2年度 令和元年度 2年度 令和元年度 2年度

１雇用者報酬 25,178 24,327 23,525 -3.4 -3.3 65.3 66.7

 (1)賃金･俸給 21,523 20,688 20,026 -3.9 -3.2 55.5 56.8

 (2)雇主の社会負担 3,656 3,639 3,499 -0.5 -3.9 9.8 9.9

   a雇主の現実社会負担 3,321 3,352 3,203 0.9 -4.4 9.0 9.1

   b雇主の帰属社会負担 335 288 296 -14.1 2.9 0.8 0.8

２財産所得(非企業部門) 2,682 2,604 2,551 -2.9 -2.0 7.0 7.2

   a受取 2,835 2,744 2,682 -3.2 -2.3 7.4 7.6

   b支払 152 140 131 -8.0 -6.9 0.4 0.4

 (1)一般政府 -50 -43 -48 12.9 -10.3 -0.1 -0.1

 (2)家計 2,700 2,618 2,570 -3.0 -1.9 7.0 7.3

 (3)対家計民間非営利団体 32 29 29 -9.4 -0.3 0.1 0.1

３企業所得 10,258 10,319 9,207 0.6 -10.8 27.7 26.1

 (1)民間企業 10,344 10,446 9,215 1.0 -11.8 28.0 26.1

   a民間企業(持ち家を除く） 7,700 7,982 6,818 3.7 -14.6 21.4 19.3

   b持ち家 2,643 2,464 2,398 -6.8 -2.7 6.6 6.8

 (2)公的企業 -86 -127 -8 -47.8 93.8 -0.3 0.0

４市町村民所得 38,118 37,249 35,283 -2.3 -5.3 100.0 100.0

実数 増加率 構成比

2　 市　民　所　得

項目

(単位：百万円、％）
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※　山形県みらい企画創造部「市町村民経済計算　令和２年度」より、6～8ページ、120～128ページを引用

市町村民経済計算の見方と推計方法




























